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各認知症高齢者グループホーム
各小規模多機能型居宅介護
各老人短期入所施設
各老人デイサービスセンター
宮城県保健福祉部長

（公印省略）
老人福祉施設等災害復旧支援事業費補助金に係る事前協議について（通知）
　今回の東日本大震災においては，多くの老人福祉施設等が被災されており，早急に復旧を図る必要があるところです。
　この度，県では災害復旧費国庫補助金の補助対象とならない老人福祉施設の復旧についても支援を行うこととして老人福祉施設等災害復旧支援事業を創設し，こうした施設の復旧に係る経費の一部を助成することとしました。

つきましては，当該補助金の申請に係る事前協議を実施することとしましたので，補助金の活用を希望する場合は，下記により協議書を提出願います。

記

１　協議の対象施設
　　災害復旧費国庫補助金の補助対象とならない次の施設
　　（１）認知症高齢者グループホーム

　　（２）小規模多機能型居宅介護事業所
　　（３）老人短期入所施設

　　（４）老人デイサービスセンター

２　協議の対象被害等（以下の全てに該当する被害であること）

　　（１）東日本大震災に伴う被害であること。（その後の余震による被害を含む）
　　（２）建物本体及び建物と一体的な設備の被害額が，協議書１件について８０万円以上（税込み）であること。

　　（３）１の協議対象施設の事業を行う事業者が所有する施設の被害であること。

３　協議の対象事業所
　　（１）既に復旧工事等が完了している事業所

　　（２）平成２３年度中に復旧工事等に着工する事業所
　　　※　本復旧支援事業については平成２４年度も継続して実施する予定としており，平成２４年度以降に復旧工事等を行う事業所にあっては，平成２４年度に協議をすることができます。
４　協議方法

　（１）提出書類

　　　①「老人福祉施設等災害復旧支援事業費補助金協議書」（別紙）

　　　　※提出期限までに具体的な金額の算出が困難な場合は，それ以外の項目を記入の上，提出してください。
　　　②その他添付書類
　　　　ア　見積書の写し（原則として２社以上）
　　　　イ　建物配置図（敷地内における建物の位置が把握できるもの）

　　　　ウ　平面図

　　　　エ　被災状況写真及びその他被災状況の分かる資料

　　　　オ（補助を受けて整備した施設の場合）過去の補助金の交付決定通知書の写し

　　　　カ（介護基盤緊急整備等臨時特例基金による支援を受けられる場合）その額が分

かる資料

キ（工事が完了している場合）請求書又は振り込み証明等，支払（確定）額が分
かる資料

　　　　ク　民間の損害賠償保険金等の支払（確定）額が分かる資料
ケ　建物の登記簿謄本の写し

※上記の他にも必要に応じて添付書類を提出していただくことがあります。
　（２）提出期限

　　　　　平成２３年１１月３０日（水）【厳守】（消印有効）
　　　　　※期限までに全ての書類が整わない場合は，整っている書類を期限内に提出してください。
　（３）提出方法

　　　　　郵送または電子メール

　（４）提出先

　　　　【郵送】　　　　〒９８０－８５７０

　　　　　　　　　　　　仙台市青葉区本町三丁目８－１

　　　　　　　　　　　　宮城県保健福祉部長寿社会政策課　在宅・施設支援班

　　　　【電子メール】　choujut2@pref.miyagi.jp
５　留意事項

　（１）補助制度の詳細（補助金交付要綱など）は，長寿社会政策課のホームページでご覧いただけますので，協議書提出前にご確認ください。

　　　　　　http://www.pref.miyagi.jp/chouju/hukkyu_sien.htm
　（２）該当する被害が無い場合は，回答不要です。

　（３）具体的な補助額については，協議書提出後の査定を経て決定します。
　（４）提出書類の「建物配置図」「平面図」「被災状況写真」については，それぞれに共通の番号等を振り，位置や状況が対比できるようにしてください。
　（５）原則として写真は被災箇所（修繕前）全てについて提出してください。既に工事が完了している等の理由により難しい場合はご相談ください。


保健福祉部長寿社会政策課


在宅・施設支援班


TEL：022-211-2549


FAX：022-211-2596


E-mail:choujut2@pref.miyagi.jp





施設長又は管理者　殿








